様式１

令和　　年　　月　　日

現地説明会参加申込書

　宮崎県知事　殿


　「錦本町県有地の売却に係る公募型プロポーザル募集要項」に基づき、現地説明会への参加を申し込みます。

記

	法人名
（応募グループの場合は
代表法人名）
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	氏名
	
	所属部署
	

	
	E-mail
	

	
	電話番号
	

	参加予定者の人数
	



	構成法人名
※応募グループの場合のみ記入
	

	参加予定者の人数
	



	構成法人名
※応募グループの場合のみ記入
	

	参加予定者の人数
	



	参加人数合計
	


※持参、郵便書留または電子メールのいずれかの方法で事務局まで提出すること。電子メールの場合、件名は、「現地説明会参加申込書（●●）」（●●は法人名）とし、ファイルを添付して送付すること。
※人数は最小限とすること。
様式２
募集要項等に関する質問書
	法人名
（代表法人）
	

	担当者
	所属部署：
氏　　名：

	連絡先
	TEL:
E-mail:



	
	書類名
	ページ
	項目番号
	質問事項

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	(例)
	募集要項
	３
	第３-１-（2）
	・・・・・について、・・・・・。


※欄が不足する場合は適宜追加して記載すること。
※簡潔に記載すること。
様式３
応募申請書等提出一覧表

法人名又はグループ名

	様式Ｎｏ
	書類名
	応募者
確認欄
	県
確認欄

	３
	応募申請書等提出一覧表
	
	

	４
	応募申請書
	
	

	５
	法人概要書
	
	

	６
	役員一覧表
	
	

	－
	法人登記事項説明書（履歴事項全部証明書又は現在事項証明書）（原本、３か月以内に発行）
	
	

	－
	印鑑証明書（原本、３か月以内に発行）
	
	

	－
	定款（写し可）
	
	

	－
	法人案内（パンフレット可）
	
	

	－
	納税証明書（原本、３か月以内に発行）
	
	

	－
	会社法等に定める計算書類一式及び附属明細書（３期分）
	
	

	７
	委任状（グループ応募の場合のみ）
	
	

	８
	誓約書
	
	


※グループ応募の場合、「応募申請書等提出一覧表（様式３）」及び「応募申請書（様式４）」以外は代表法人のみならず、各構成法人も提出すること。
※「応募者確認欄」にチェックをし、必要書類がそろっているかを確認した上で提出すること。

様式４

令和　　年　　月　　日

応 募 申 請 書
宮崎県知事　殿

申請者（応募グループの場合は代表法人）
グループ名　
法人名　
所在地　
代表者職氏名　

構成法人
法人名　
所在地　
代表者職氏名　

構成法人
法人名　
所在地　
代表者職氏名　

構成法人
法人名　
所在地　
代表者職氏名　


　令和８年６月１日付けで公表された「錦本町県有地の売却に係る公募型プロポーザル募集要項」に基づく提案募集について、必要書類を添えて応募を申請します。
　なお、募集要項に定められた参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

※「構成法人」の欄は適宜、追加・削除すること。


様式５
法 人 概 要 書
	法人名
	
	☐代表法人
☐構成法人
	グループ応募の場合いずれかを選択

	代表者職氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金額
	

	株主の構成
	

	支店・営業所等
	

	従業員数
	

	年間取扱高
	

	主な事業内容
	

	担当者
	所属
	
	職名
	

	
	氏名
	
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	グループ内の役割
※グループ応募の場合のみ記載
	

	過去の事業実績
	

	その他の特記事項
	


※グループで応募する場合、代表法人及び構成法人全ての分を提出すること。
様式６
役 員 一 覧 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日現在
	法　人　名
	

	１
	役職
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏　名
	

	
	生年月日
	

	
	現住所
	

	２
	役職
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏　名
	

	
	生年月日
	

	
	現住所
	

	３
	役職
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏　名
	

	
	生年月日
	
	
	

	
	現住所
	

	４
	役職
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏　名
	

	
	生年月日
	

	
	現住所
	

	５
	役職
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏　名
	

	
	生年月日
	

	
	現住所
	

	６
	役職
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏　名
	

	
	生年月日
	

	
	現住所
	


※記入欄が不足する場合は、必要に応じ本様式に準じて追加又は複写等し、記載すること。　
※グループ応募の場合、構成法人ごとに作成すること。

（グループで応募する場合の構成法人から代表法人への委任状）
様式７

令和　　年　　月　　日

委 任 状

グループ名　

構成法人
法人名　
所在地　
代表者職氏名　


　私は、　　　　　　　　　　を代表者として「錦本町県有地の売却に係る公募型プロポーザル」に関し、次の権限を委任します。

１　受任者
　　　法人名
　　　所在地
　　　代表者職氏名

２　委任事項
（1） 応募及び提案に関する件
（2） 応募辞退に関する件
（3） 復代理人の選任及び解任に関する件














様式８

令和　　年　　月　　日

誓 約 書
宮崎県知事　殿

法人名　
所在地　㊞

代表者職氏名　

　私は、応募申請者として、下記の要件を満たしていること及び提案内容に虚偽のないことを誓約します。
　なお、事実と本誓約書が相違する場合、契約締結までに下記の要件の一つでも満たさなくなった場合又は満たしていないことが判明した場合、選定の対象から除外し、又は選定を取り消しとされても異議はありません。

記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないこと。
２　県からの入札参加資格が停止されていないこと。
３　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条に基づく更生手続開始の申立てがなされていないこと。
４　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条に規定する再生手続開始の申立てがなされていないこと。
５　破産法（平成16年法律第75号）第２条第４項に規定する破産者で復権を得ない者でないこと。
６　手形交換所における取引停止処分又は主要な取引先からの取引停止等の事実があり、経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。
　７　次に掲げる税を滞納していないこと。
　　ア　県税（個人県民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
イ　本店が所在する都道府県の事業税（県税の納税義務がある場合を除く。）
　　ウ　消費税及び地方消費税
８　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団その他の反社会的団体である者又はそれらの構成員が行う活動への関与が認められる者でないこと。
９　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第５条第１項の規定による観察処分を受けた団体に該当する者でないこと。
10　資本面又は人事面において関連のある者が本件公募に係る他の応募申請者になっていないこと。
※　資本面において関連のある者とは、当該企業の発行済み株式総数100分の50を超える株式を保有し、又はその出資の総額の100分の50を超える出資を行っている者をいい、人事面において関連のある者とは、当該法人の代表権を有する役員を兼ねている場合をいう。
様式９

令和　　年　　月　　日

応募申請書変更届
宮崎県知事　殿

法人名又はグループ名　
所在地　
代表者職氏名　

	連絡先
担当者所属氏名：
TEL：
E-mail：



　令和８年　　月　　日付けで申請した「錦本町県有地の売却に係る公募型プロポーザル」の応募に関し、下記のとおり変更したいので関係書類を添えて提出します。

記

１　変更する事項



２　変更内容
	変更前
	変更後

	
	



３　変更理由




様式１０

令和　　年　　月　　日

辞 退 届
宮崎県知事　殿

法人名又はグループ名　
所在地　
代表者職氏名　

	連絡先
担当者所属氏名：
TEL：
E-mail：



　令和８年　　月　　日付けで申請した「錦本町県有地の売却に係る公募型プロポーザル」の応募について、下記のとおり参加を辞退します。

記

　辞退理由



様式１１
企画提案書等提出一覧表

法人名又はグループ名　

	様式Ｎｏ
	書類名
	応募者
確認欄
	県
確認欄

	１１
	企画提案書等提出一覧表
	
	

	１２
	企画提案書提出届
	
	

	１３
	活用内容
	
	

	１４
	施設の計画概要等
	
	

	１５
	事業の計画性・実現性
	
	

	１６－１
	資金計画
	
	

	１６－２
	収支計画
	
	

	１７
	地域経済への貢献
	
	

	１８
	提案価格調書
	
	

	－
	図面集（建物概要、配置図、基本階平面図、立面図、外観図）
	
	


※「応募者確認欄」にチェックをし、必要書類がそろっているかを確認した上で提出すること。
※図面関係は、図面右下に図面名、縮尺を記載すること。（外観図を除く）


様式１２

令和　　年　　月　　日

企画提案書提出届
宮崎県知事　殿


法人名又はグループ名　
所在地　
代表者職氏名　

	連絡先
担当者所属氏名：
TEL：
E-mail：




　令和８年６月１日付けで公表された「錦本町県有地の売却に係る公募型プロポーザル募集要項」に基づく提案募集について、次のとおり企画提案書を提出します。


様式１３
法人名又はグループ名　

	１．活用内容

	【記載事項】

（1）周辺との調和
　・地域との良好な関係の構築や地域の景観への配慮等
※可能な限り具体的に記載すること。














（2）活用内容
　・事業コンセプト
　・土地（建物）活用提案、機能等
　　※可能な限り具体的に記載すること。
















※枚数が足りない場合は、適宜追加すること。
様式１４
法人名又はグループ名　

	２．施設の計画概要等

	（1）建築諸元
	項目
	内容
	備考（詳細、補足説明等）

	使用用途
（建築物等の用途を具体的に記入）
	
	

	設定敷地面積
	　　　　　　㎡
	

	建築面積
	　　　　　　㎡
	

	延床面積
	　　　　　　㎡
	

	容積率対象面積
	　　　　　　㎡
	

	容積率
	　　　　　　％
	

	建ぺい率
	　　　　　　％
	

	階数
	階建
	

	建築物の高さ
	　　　　　　ｍ
	

	構造
	
	

	法定耐用年数
	　　　　　　年
	

	その他
	
	



（2）各階面積等
	フロア
	面積（㎡）
	各階ごとの内容等

	１階
	
	

	２階
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	






様式１５
法人名又はグループ名　

	３．事業の計画性・実現性

	【記載事項】

（1）事業スケジュール
　・契約締結以降の設計期間、建築工事期間、各種届出の手続に要する予定期間、事業開始時期等に係るスケジュール
　※可能な限り具体的に記載すること。



（2）リスク対応
・想定されるリスクと具体的対策
　※可能な限り具体的に記載すること。



（3）事業実施体制
　・事業の管理運営の主体、体制、事業者との関係
　・中、長期的な管理運営の考え方
　※可能な限り具体的に記載すること。



（4）事業実績
　・提案事業に関する同種・類似の実績



※枚数が足りない場合は、適宜追加すること。
様式１６－１
法人名又はグループ名　

	４－１．資金計画

	【記載事項】

（1）事業費概算書
	項目
	金額（万円）
	積算根拠等

	土地取得費
	
	

	設計・管理費
	
	

	建築工事費
	
	

	設備工事費
	
	

	外構工事費
	
	

	その他関連工事費
	
	

	什器・備品購入費
	
	

	公租公課
	
	

	人件費
	
	

	その他
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計（ａ）
	
	



（2）資金調達計画書
	項目
	金額（万円）
	備考

	出資金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金・社債等
	
	

	その他
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計（ｂ）
	
	



　※適宜必要項目を追加・削除すること。
　※「事業費概算書」は、営業開始までの必要な資金額について計上し、「資金調達計画書」にその資金の調達内訳を記載すること。
※「事業費の合計（ａ）＝調達資金の合計（ｂ）」となるように作成すること。



様式１６－２
法人名又はグループ名　

	４－２．収支計画

	【記載事項】

(1)　収入計画（初年度・消費税抜き）
	項目
	金額（万円）
	積算根拠等

	（1）
	
	

	（2）
	
	

	（3）
	
	

	（4）
	
	

	（5）
	
	

	合計
	
	


　※事業形態に応じて適宜項目を設定すること。

(2)　支出計画（初年度・消費税抜き）
	項目
	金額（万円）
	積算根拠等

	[bookmark: _Hlk101346100]（1）建物維持管理費
	
	

	（2）修繕費
	
	

	（3）人件費
	
	

	（4）建物公租公課
	
	

	（5）その他公租公課
	
	

	（6）支払利息
	
	

	（7）損害保険料
	
	

	（8）減価償却費
	
	

	（9）売上原価
	
	

	（10）借入金返済額
	
	

	合計
	
	


　※適宜必要項目を追加・削除すること。

(3)　事業継続性
　※年間想定売上高・利用者数等を記載し、可能な限り同規模施設の事例などを示すこと。
　※他の事業展開により、当事業での収支均衡を求めていない場合は、法人全体の収支等による事業の継続性について記載すること。

(4)　その他特記事項
　※上記収支計画で２年目～１０年目の間に特筆すべき事項がある場合は、こちらに記載すること。



※枚数が足りない場合は、適宜追加すること。
様式１７
法人名又はグループ名　

	５．地域経済への貢献

	【記載事項】

○地域経済への貢献
・県内企業の活用（設計、建設、資材調達等）の予定
　・地元雇用に関する方針・計画
　・その他、地域経済の活性化に資する計画
※可能な限り具体的に記載すること。



※枚数が足りない場合は、適宜追加すること。
様式１８

令和　　年　　月　　日

提案価格調書
宮崎県知事　殿

法人名又はグループ名　
所在地　㊞

代表者職氏名　


提案価格
	百億
	十億
	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





（注意事項）
　　・提案価格の記載は、算用数字（１，２，３…）の字体を使用すること。
　　・提案価格の最初の数字の直前に「￥」又は「金」を記載すること。

・次の事項の一に該当した場合は、価格調書を無効とします。
１　提案価格を加除訂正したもの
２　法人名若しくはグループ名、所在地、代表者職氏名の記載又は押印がな
いもの
３　提出した印鑑証明書と異なる印鑑が押印されているもの
４　提案価格の最初の数字の直前に「￥」又は「金」を記載していないもの
